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前提として活用されることが保証されないかもし

れない。しかし、概念結合を優先することが高い

利益をもたらすのであれば、個々の概念を単独で

活用することは優先されるべきではない。しかし、

同時に、概念結合は、非結合（／単独使用）に対し

どのような条件下で優先権を与えられるべきかを

明らかにしなければならない。ここには、二つの

問題が隠されている。一つは概念結合／非結合と

はどのようなものかという問題である。もう一つ

は、概念結合は非結合に対しいかなる条件下で有

効であるのか、また、そのとき、概念結合に対し

いかなる優先権が与えられるべきかという問題で

ある。本稿では、これらの問題を考察する。

コラボレーションに関する研究は、近年、盛ん

に行われるようになってきた（Sawyer（2006a）、

Sawyer（2006b））。しかも、それらの研究は、イノ

ベーション・プロセスでのコラボレーションに関

するものが大半である。そして、そこでは、一様

に、コラボレーションの即興性の高さが強調され

ている（Kao（1996）、Mintzberg et al（1996））。例え

ば、即興的コラボレーションの事例として、アメ

リカ・ホンダの 50ccバイク「スーパーカブ」の

成功事例を挙げることができる。ホンダのスーパ

ーカブの成功はＢＣＧが主張するように（Pascale

（1984））、小型バイクといったニッチ市場に計画

的に参入した結果ではなかった。ホンダは、当初、
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我々が、組織の構造設計を考えるとき、重要な

のは意思決定権限の階層構造である。しかし、通

常、意思決定権限の優先権と情報の偏在は逆転し

ている。上位の意思決定権限を持つ階層は意思決

定に必要な情報を持たないことが多く、他方、下

位の意思決定権限しか持たない階層は多くの情報

を有しているというものである１。したがって、

当然、意思決定権限の優先権の階層構造も情報の

偏在にあわせて優先権が序列化されるべきである

とする矛盾が指摘される。既存の組織論研究は、

ある意味では、意思決定権限の優先権の視点から

「組織の階層構造」を分析していない。この従来

の組織論研究に対して、意思決定権限の優先権の

視点から組織の階層構造を捉える理論がみられ

る。それは、組織の持つ資産の活用に関し、所有

権の視点から、意思決定権限の優先権を序列化す

るものである（Aghion and Tirole（1997）、Baker,

Gibbons, and Murphy（1999）、Rajan and Zingales

（2001）、Hart and Moore（2005））。すなわち、そこ

では、組織の資産の活用に関する意思決定権限の

優先権の階層構造をいかに設計するかが問題とな

っている。Hart and Moore（2005）のいう組織のピ

ラミッド構造は、トップ・マネジメントがアイデ

ィアを持つとき、そのアイディアが遂行され、他

方、ミドル／ロワー・マネジメントがアイディア

を持ち、そして、トップ・マネジメントが持たな

いのであれば、ミドル／ロワー・マネジメントの

アイディアが遂行されるという意思決定権限の階

層構造からきている。資産の活用に関して、意思

決定権限の上位の優先権は、組織内の全資産をコ

ラボレイトするアイディアを持つコラボレーショ

ン職能としての経済主体に与えられるべきで、一

部の資産しかコラボレイトできないアイディアし

か持たないスペシャリゼイション職能としての経

済主体の優先権は下位にとどまるべきであるとす

るものである（Aghion and Tirole（1997）、Hart and

Moore（2005））。

本稿では、資産の活用の視点から意思決定権限

の優先権の階層構造を分析する。インセンティブ

の視点から組織構造を分析するものではない。と

りわけ、ここでは、Aghion and Tirole（1997）、

Hart and Moore（2005）のモデルを基本として分析

ハーレーダビットソンのような大型バイク市場へ

の参入をはかった。しかし、その矢先、エンジン

の設計ミスから、これを断念せざるを得なかった。

ところが、同時期、アメリカ・ホンダの日本人マ

ネージャーから、小型バイクの需要が強いという

情報がもたらされた。1963 年に投入された小型

バイクはニッチ市場で爆発的に受け入れられ、数

年も経たないうちに、アメリカで販売される全バ

イクのほぼ半数にも達することになった。ホンダ

のスーパーカブの成功は、思わぬ事態の発生と思

わぬ市場機会の情報から、小型バイクを市場へ投

入した結果にすぎなかった（Mintzberg et al（1996））。

この事例が示すように、コラボレーションは事前

に計画されるものではなく、ただ、生じるのを待

つだけであるとよくいわれる。

イノベーションに関するコラボレーションの研

究では、即興性と同様、アイディアの自由な共有

と相互作用が不可欠であるとされている。先の例

からも、コラボレーションの即興性を支えるのは、

イノベーション現場でのアイディアの自由な共有

であることがわかる。また、別の事例を挙げれば、

リナックスの開発のような即興的コラボレーショ

ンを可能にしたのは、アイディアの自由な共有、

すなわち、オープンソースがその根源にあること

が強調されなければならない。リナックスが、ウ

ィンドウズのようなクローズドソース化された独

占資産であったならば、即興的コラボレーション

は言うに及ばず、コラボレーションさえ決して起

きなかったはずである。

複数のアイディアを一体化するコラボレーショ

ンは、そこで活用される経営資源／アイディアが

オープンソース化され共有されていることが、複

数のアイディアの即興的相互作用を可能にする。

逆に、活用する経営資源がクローズドソース化さ

れているとき、他のアイディアとのコラボレーシ

ョンは閉ざされることになる。コラボレーション

をブロックする経営資源のクローズド化がいかな

るものか、また、経営資源のオープン化がいかな

るものか考えながら、オープンソース化によるコ

ラボレーションの可能性が、クローズドソース化

によるコラボレーションのブロックに、いかなる

条件下で、優先されるべきかを考察する。

１プリンシパル―エージェントの誘因両立理論はこの矛盾を解消しようとするものである。非常に多くの組織論研究が誘

因両立理論の視点からなされている。本稿は、インセンティブ・システムとしての組織構造を分析するものではない。



－ 79 －

を進める。Hart and Moore（2005）は、組織の意思

決定権限の優先権の階層構造を分析するとき、意

思決定権限の上位の優先権は、組織内の全資産を

コラボレイトできる広範なアイディアを持つ経済

主体に与えられるべきで、一部の資産の活用しか

考えられない狭小なアイディアしか持たない経済

主体の優先権は下位にとどまるべきとしている。

本稿では、Hart and Moore（2005）のモデルを援用

し、飛躍的な創造性を発揮する鍵となる複数のア

イディアを一体化するコラボレーションを考察す

る。このとき、考察の対象とする経営資源は、一

組織内の経営資源にとどまらず、シリコンバレー

のような地域社会に蓄積された経営資源をも考察

の対象とする。したがって、経営資源の活用の優

先権の階層構造を、トップ・マネジメント、ミド

ル・マネジメント、ないし、ロワー・マネジメン

トといった組織内の階層構造の中で考えるだけで

はなく、（地域）経済社会の中でのコラボレーシ

ョン活動、ないし、スペシャリゼイション活動へ

の経営資源の活用の優先権の賦与の問題としても

考える。例えば、産業クラスターが形成されてい

る場合、経営資源である多様なアイディアは、不

断のコラボレーションを経て、大きなイノベーシ

ョンへと発展していく。これに対して、単独ない

し一部のアイディアの結合しかなされないスペシ

ャリゼイションでは、大きなイノベーションへの

発展が期待されない。シリコンバレーのような産

業の集積地を形成することは、コラボレーション

に経営資源の活用の優先権をあたえることであ

り、産業クラスターの形成を避けることは、スペ

シャリゼイションに優先権を与えることである。

このように、経営資源の活用の優先権の階層構造

を考えることは、経済社会の中でのコラボレーシ

ョン・ウェブの設計ないし、産業クラスターの形

成の問題を考えることにもなる。Hart and Moore

（2005）のモデルを、イノベーションにおけるコラ

ボレーションに援用することで、企業組織の階層

構造のみではなく、産業クラスターの形成、およ

び、コラボレーション・ウェブの形成の意味をも

考察していくことにする。

本稿では、最適な課業配分および資産活用の優

先権の階層構造とはどのようなものかを考察す

る。本稿は、次の五つの節から構成されている。

第２節では、課業配分および階層構造を分析する

基本モデルを Hart and Moore（2005）のモデルに沿

って説明する。また、モデルの背景を説明する。

第３節では、Hart and Moore（2005）のモデルに沿

って、二人経済主体のケースを考察する。そして、

課業配分および優先権の階層構造に関し、三つの

重要な主張を展開する。さらに、第４節では、第

３節同様、Hart and Moore（2005）のモデルに沿っ

て、四人経済主体のケースを考察する。そして、

二人経済主体のケースでの主張が、三人以上の経

済主体のケースでも矛盾がないのかを考察する。

第５節では、第３節の一般化を試みる。まず、n

人経済主体、二資産のケース、さらには、n人経

済主体、m資産のケースを考察する。第６節では、

おわりに代えて、解釈と議論を展開する。

２．モデルの背景と基本モデル
本節では、モデルの背景を簡単に説明した後に、

基本モデルの説明を行う。モデルは、単純化を優

先するために、幾つかの強い制約を置いている。

これは、二つの理由からである。一つは、Hart

and Moore（2005）のモデルを援用し、企業組織の

階層構造のみではなく、産業クラスターの形成、

および、コラボレーション・ウェブの形成を分析

するためである。もう一つは、純粋に単純化のた

めである。これらについては、その都度、詳しく

触れることにする。そこで、次に、モデルの背景

を説明した上で、モデルの仮定および基本構造を

説明することにする。

2.1.モデルの背景

モデルの背景を説明するために、複数のアイデ

ィアを一体化するコラボレーションの事例を挙げ

ることからはじめる。ここでは、その事例として、

マウンテンバイクの「目に見えぬコラボレーショ

ン」といわれるものをとりあげる２。

1970 年代初頭、ロードレースのシーズン

が終わると、選手の一部が、ただの遊びで自

転車を使って急勾配の山道を走るレースを始

めた。しかし、軽量を極めた剛性のないレー

ス用のタイヤ、フレームはすぐに壊れてしま

２マウンテンバイクのイノベーションの事例は、Design（1999）、Luthje et al（2002）に詳しい。ここでは、Sawyer（2007）を

参考に紹介している。
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ラボレーションをブロックする経営資源のクロー

ズド化がいかなるものか、また、経営資源のオー

プン化がいかなるものか念頭に置きながら、Hart

and Moore（2005）のモデルをみていくことにする。

2.2.基本モデル

ここでのモデルは、Hart and Moore（2005）に依

存している。すなわち、資産の活用の意思決定権

限の優先権の視点から「組織の階層構造」を分析

している。Hart and Moore（2005）にならい、多様

な経営資源の結実を経て、大きなイノベーション

へと発展していくアイディアを持つコラボレーシ

ョン職能（としてのトップ・マネジメント）、お

よび、単独ないし一部の経営資源の結合しか達成

されない、大きなイノベーションへの発展が期待

されないアイディアを持つスペシャリゼイション

職能（としてのミドル／ロワー・マネジメント）の

階層構造を考える。

「モデルの背景」でみたように、経営資源／組

織資産のコラボレーションとはこれまでの資産と

新たな資産とが連続的に結びつけられ進化してい

くプロセスであるため、経営資源／資産がオープ

ンソース化されていることが必要である。コラボ

レーションをブロックする経営資源のクローズド

化がいかなるものか、また、経営資源のオープン

化がいかなるものか念頭に置きながら、Hart and

Moore（2005）のモデルをみていくことにする。

我々は、二つの資産、a1, a2 と n人のリスク中

立の経済主体、1, 2, ..., nからなる二つの期間（期

間０と１）を持つ経済を考える。各資産は、事後

的になされる意思決定、すなわち、期間１でなさ

れる意思決定を遂行するために使われる。それら

の意思決定は事前にも事後にも契約不能である。

しかし、意思決定に関する権威の階層性は、すな

わち、ある意思決定権限の階層構造は、事前に、

すなわち、期間０で契約として特定化できる。

経済主体は期間０でコラボレーションかスペシ

ャリゼイションの課業のいずれかを割り当てられ

る。ここで、課業とは二つの資産のどの部分集合

を使うかを考えることである。すなわち、課業と

は、期間１で、二つの資産のどの部分を使って遂

い悪路の山道を走るのには適してはいなかっ

た。そこで、彼らは旧型の剛性の高い中古の

自転車を買い漁り過酷な山道を走ろうとし

た。旧型の自転車はフレームが強く、しかも、

タイヤは太くかつ低圧のためいくらかはまし

であった。しかし、困ったのが、急勾配の山

道を猛スピードで駆け下りるため、絶えずブ

レーキを使い、ハブのグリースが燃え、新た

なグリースを詰め替えなければならなかった

ことである。さらに、旧式の自転車は自重が

重い上、ギアやシフターの変速機構がなく、

ところどころで出現する上り坂を、駆け上が

るのは不可能であった。

しかし、これらの問題は、ひとつひとつ連

続的に解決されていった。ただの遊びで始ま

ったにもかかわらず、オフロードレースが開

催されるようになると、ある自転車には、旧

型の自転車に複数段に変速できる変速機構が

取り付けてあったりした。また、別のオフロ

ードレースではハンドルが水牛の角のような

形をしたロングホーン型が登場した。また、

焼き切れないブレーキをつけた自転車までも

が現れた。こうして、オフロードレースとい

う場において、意図しないコラボレーション

により、連続的に進化する中でマウンテンバ

イクが生み出されていった。これまで蓄積さ

れた資産がオープンソース化され、そして、

オフロードレースのようなコラボレーショ

ン・ウェブの中で、次の新たな資産に結合さ

れて進化していくプロセスを経て、複数のア

イディアのコラボレーションの最高の結果と

して、マウンテンバイクというイノベーショ

ンが生み出された。

この事例は、活用される経営資源／アイディア

がオープンソース化され共有されていることが、

複数のアイディアの即興的相互作用を可能にする

ことを示したものである。もし、オフロードレー

スが開催されず、活用する経営資源がクローズド

ソース化され、他のアイディアとのコラボレーシ

ョンが閉ざされることになっていたならば、マウ

ンテンバイクは生まれなかったかもしれない。コ

３モデルは、資産の部分集合 Aについて、三つ以上の課業を持つモデルまで一般化できる。しかし、このことは表記だけ

でなく、モデルそのものを極端に複雑化する。したがって、本稿では、資産の部分集合は単一資産および全資産のみし

か考えない。このことについては、そのことが問題となったときに、詳しく触れることにする。
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行するかを決めることである。それぞれの部分集

合 A ⊂{a1, a2} について、それに対応する課業

t(A) が存在する３。また、一人以上の経済主体が

同じ課業に配分されることが可能とする。

課業 t(A) は期間１で達成されることもあるし、

そうでないこともある。そこで、ここでは、経済

主体が部分資産集合 Aのすべての資産にアクセ

スすることができる限りにおいて、課業を達成で

きるアイディアを確率 0＜p(A)＜ 1で持ち、そし

て、課業価値 v(A) ≥ 0 を生じることができるとす

る。しかし、他方、当該課業を達成できるアイデ

ィアを確率 1 － p(A) で持つことができず、いか

なる価値も生じることができないとする。このと

き、v(A) が厳密に正である部分集合 Aが存在し

なければならない。また、ここでは、価値を生じ

ない部分集合は考えない。

我々は、一部／全部の資産を活用するとき、経

済主体が課業を達成するアイディアを持ち、しか

も、そのことが価値を生じる事象についてのみ言

及する。我々は次の仮定をおく。

仮定１．個々の経済主体が、課業を達成するアイ

ディアを持つ事象は、確率的に独立な事象である。

二人以上の経済主体が同じ課業 t(A) に割り当て

られるならば、経済主体は、それぞれ、独立に、

確率 p(A) で達成可能なアイディアを持ち、価値

を生じることができる。

我々は価値関数 v(･) に関し、なんの制約もお

かない。価値関数は、Aに関して、超加法的では

ないかもしれないし、あるいは、非減少であるか

もしれない。

我々は二つの資産をどのように活用するのかを

考えることと、二つの資産のうち一つをどのよう

に活用するのかを考えることとは全く異なる活動

であると考える。前者の活動はコラボレーション

の活動を含むものであり、また、後者の活動はそ

れを含まないスペシャリゼイションの活動と考え

る。コラボレーションの可能性が制約（／ブロッ

ク）されるならば、二つの資産（の活用）からは

非常に小さい価値（／ゼロの価値）しか生じない。

逆に、あるコラボレーションが期間１で任意の価

値を生じるならば、我々は、経済主体が課業達成

に必要なすべての資産にアクセス可能であったと

する。すなわち、資産の活用の意思決定権限の優

先権を与えられているとする。

仮定２．ある経済主体が課業達成のアイディアを

持ち、そして、課業 t(A) を遂行するとき、部分

資産集合 Aのすべての資産にアクセスできるな

らばまたそのときにだけ、価値 v(A) を生じる。

この仮定はかなり強い制約を持つ。価値生産に

必要な資産集合 Aにより課業 t(A) の定義を行う

ことにはなんら一般性を損なわない。しかし、各

経済主体がそれぞれ一つの課業のみを遂行するこ

とに限定することはかなり強い制約となる。

二人の経済主体がそれぞれ一つ以上の同一資産

を含む資産の活用についてアイディアを持つと

き、互いにそれらの資産の活用についてブロック

するとき、彼等は共に自分のアイディアを遂行す

ることができない。ここでは、ある経済主体が一

つの資産を占有し、それを放棄しない限り、次に

優先権を持つ経済主体はその活用の権限はないと

する。

仮定３．一つの資産に対し、一度に、ただ一人の

経済主体のみがアクセス、あるいは、活用できる。

この仮定は、モデルの中で、優先権の階層構造

を構成する源泉となるものである。すなわち、資

産は稀少資源である。資産の活用に関するコンフ

リクトをどのように解決するかは、我々の分析の

核心部分をなす。モデルの背景で説明したように、

資産はアイディアであるかもしれない、あるいは、

生産活動に使用される機械設備のように占有され

るものかもしれない。しかし、いずれにしても、

クラウド・コンピューティングのようにシェアさ

れて活用されることはない。

我々は期間０で資産の活用の意思決定権限の優

先権の階層構造が決定されると仮定する。すなわ

ち、期間０で、各資産を期間１でどのように活用

するのかの意思決定権限の優先権の階層構造が決

定されると仮定する。

仮定４．資産へのアクセス権限は意思決定権限の

優先権の階層構造によって決定される。すなわち、

各資産 akは資産活用の優先権の階層構造を持つ。
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先権に関し交渉することが可能であることを念頭

に置いている。

仮定８．すべての経済主体は任意の課業を遂行す

るのに同じ能力を持つ。

仮定８は、期間０で課業配分を行うとき、どの

経済主体にどの課業を配分すべきかは問題となら

ないことを示している。すなわち、課業が遂行さ

れるかどうかだけが重要である。我々が次に考察

するように、この仮定は有用である。なぜなら、

我々の一般的結論は、経済主体の課業配分を変更

した場合、彼らが新たな課業を同等の水準で遂行

できるかどうかに依存するからである。仮定８に

代わる仮定は、各経済主体が固有の専門技術を持

つことを前提とすることである。さらに、極端な

ケースでは、課業配分は外生的に固定されると考

えることである。

本稿をとおして、我々は仮定 1 － 8 が維持され

るとする。このことを前提としたとき、次の結論

を得る。期間０ですべての資産に関する優先権の

順位リストが決まるならば、資産活用の優先リス

トを見ることで、期間１でそれぞれの経済主体の

遂行する課業は推測できる。したがって、経済主

体 iについて、次のことを定義できる。

Ai＝{資産 ak｜資産活用リスト Lkに経済主体 i（の

氏名）が記載されている資産}

資産 Aiは経済主体 iが期間１で価値を生産するた

めに活用する資産の最大集合である。このとき、

当該経済主体は課業 t(Ai) に従事しなければなら

ない。

各経済主体 iについて、次のことを定義する。

Si＝{経済主体 j｜資産 ak の活用リスト Lkに、両経

済主体 i、jが記載され、さらに、jは iより

も上位に記載}

表記 Siは、ある資産の活用に関し、経済主体 i

よりも上位の優先権を持つ経済主体の集合を表し

ている。ここで、我々は仮定２および６より次の

それは、当該資産の活用の優先順位を示すリスト

Lkによって表される。

ある資産リスト Lkに同じ経済主体が一度以上

記載されることはないとする。原理的には、意思

決定権限の優先権に関して、多くの非階層構造の

形態を考えることができる。例えば、投票ルール、

あるいは、仲介者によるコンフリクトの解消がそ

れである。ここでは、そのようなメカニズムは考

えない。

期間１で課業を達成するアイディアを持たない

経済主体はモデルから排除する。

仮定５．資産 akに関し、その活用の意思決定権

限の優先権を持つが、しかし、課業達成のアイデ

ィアを持たない経済主体は資産活用の優先権を行

使しない。すなわち、彼等はリスト Lkに記載さ

れた次に最優先の優先権を持つ、しかも、課業達

成のアイディアを持つ別の経済主体に優先権を委

譲する。

しかしながら、課業達成のアイディアを持つ経

済主体は、仮定２より、彼が、課業達成に必要な

一部の資産にアクセスできなため、いかなる価値

も生じないとしても、常に、価値生産を遂行しよ

うとする。

仮定６．課業達成のアイディアを持ち、かつ、最

上位の優先権を持つ経済主体は、彼が価値を創造

するのに必要な資産へのアクセス権を有していよ

うが有していまいが、当該資産へのアクセス権限

を行使する。期間１で資産活用の優先権に関する

事後的交渉はない。

仮定６は、仮定２と４と結びつくとき、我々の

仮定の中でも最も強い制約となる。仮定６と対照

的に、我々は次の仮定をおく。

仮定７．経済主体への課業配分および資産活用の

意思決定権限の優先権の階層構造は総期待価値が

最大となるように期間０で決定される。

我々は、余剰が一括配分されることを前提に、

期間０で当事者が、資産活用の意思決定権限の優
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ことをいえる。すなわち、経済主体 iが課業達成

のアイディアを持ち、そして、彼が必要とする任

意の資産について、彼よりも上位の優先権を持つ

いかなる経済主体もがアイディアを持たないなら

ば、また、そのときにだけ、当該経済主体は価値

v(Ai) を生じることができる。我々は、したがっ

て、期間０での総期待価値を公式的に次のように

表すことができる。

（1）

仮定７から、全ての資産について、資産活用の意

思決定権限の優先権の最適階層構造は、（1）式を

最大化するように決定される４。

３．二人経済主体
企業組織ないし（地域）経済社会が、二人経済

主体、二つの経営資源／資産を持つ最も単純なケ

ースからはじめる。さらに、準備段階として、経

済主体には、コラボレーションないしスペシャリ

ゼイションのいずれかの課業が、事前に、割り当

てられるケースからはじめる。すなわち、経済主

体１、２はそれぞれ固定された課業 t(A1)、t(A2)

をすでに割り当てられているとする。課業が、事

前に、固定されているので、唯一の問題は、課業

達成に関して競合する資産集合 A＝ A1 ∩ A2 に対

して、いずれの経済主体が資産活用の意思決定権

限の優先権を持つかである。ただし、競合資産集

合 Aは非空であるとする。Aが空であるならば、

資産活用の優先権は問題とはならない。さらに、

競合資産の活用の優先権が問題となるのは、両経

済主体が同時に同一資産の活用のアイディアを持

つ場合のみである。なぜなら、仮定５より、一方

の経済主体しか課業達成のアイディアを持たない

のであれば、当該経済主体は、同資産の活用の優

先権に関わりなく、アイディアの行使が可能だか

らである。また、両経済主体が同時に同一資産の

活用のアイディアを持つならば、両経済主体は同

資産を活用して余剰を生じることができない。な

ぜなら、仮定２より、両経済主体は競合資産集合

Aへアクセスすることを求められるからである。

そして、仮定３より、同一資産への同時のアクセ

スは排除されるからである。

我々は、ここに、資産の活用の意思決定権限の

最適優先権構造に関して次の二つの主張をするこ

とができる。

主張１．競合資産集合 Aのある競合資産につい

て、経済主体１が経済主体２より上位の優先権を

持ち、また、他のある競合資産について、経済主

体２が経済主体１より上位の優先権を持つ交差優

先権構造は最適階層構造ではない。

交差優先権構造の下で、両経済主体が資産活用

のアイディアを持つならば、仮定６より、両経済

主体は、それぞれ、優先権を持つ資産に対しアク

セス権を行使しようとする。このとき、仮定２よ

り、両経済主体はいかなる価値も生じることはな

い。なぜなら、彼等は優先権のある資産の活用を

相互に阻止しあうからである。我々は後でみるよ

うに、主張１は、経済主体が多数の場合でも一般

的に成り立つものである。

我々の次の主張は、二人経済主体のケースに固

有のものである。

主張２．二人経済主体のとき、最適優先権構造は、

高い価値を生産できる経済主体が資産の活用の優

先権を持つことである。

二人の経済主体の課業 t(A1)、t(A2) が事前に固

定された下で、資産活用の優先権が、経済主体 1,

2、あるいは、経済主体 2, 1 の順位とするとき、

両経済主体の総期待価値は、それぞれ、次のよう

に表される。

（2）V1 ＝ p(A1)v(A1)＋ p(A2)[1 － p(A1)]v(A2)

経済主体１が優先権

（3）V1 ＝ p(A2)v(A2)＋ p(A1)[1 － p (A2)]v(A1)

経済主体２が優先権

ここで、資産活用の優先権の異なるこの二つの

ケースの総期待価値を比較する。（2）、（3）式か

ら、我々は次のことを得る５。

４ A、S、Vの理解のため、簡単な数値例を示しておくことは有用であるかもしれない。しかし、次節以降で、具体的な例

を考察するため、ここでは、あえて、数値例を挙げることはしない。
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v(A1) が達成されている（v(A2)＞ v(A1) であること

はできない）。このとき、総期待価値は次のよう

に表せる。

p(A1)v(A1)＋[1 － p(A1)]p(A2)v(A2)

仮定１より、経済主体が同じ課業 t(A) を選択し

たとき、それぞれの経済主体は、独立に、確率

p(A) で達成可能なアイディアを持ち、また、仮

定８より、経済主体１、２はいずれも同じ課業遂

行能力を持つとされている。p ( A 2)＜ p ( A 1)、

v(A2)＜ v(A1) であるので、課業 t(A1) は課業 t(A2)

を支配する。すなわち、経済主体２が経済主体１

と同じ課業を選択すると、上述の式の第二項の

[p(A2)v(A2)] は [p(A1)v(A1)] に支配される。したが

って、経済主体２は経済主体１と同様の課業

t(A1) へ再配置されるべきである。経済主体２は

達成可能なアイディアを持つ確率がより低いばか

りでなく（p(A2) ＜ p(A1)）、相対的に低い価値しか

生産ができない（v(A2) ＜ v(A1)）。このケースでは、

我々は仮定７、８を使って、経済主体２の課業は

経済主体１へ再配置させられるべきと結論づけ

る。すなわち、総期待価値は両経済主体が課業

t(A1) を遂行することで増大する。これは、冒頭

の仮定、達成可能なアイディアを持つ確率が低い

経済主体に劣位の優先権を与える階層構造が最適

構造とする仮定に矛盾する。

この興味深い結論、すなわち、資産活用の優先

権の最適階層構造において、資源活用の優先権は

達成可能なアイディアを持つ確率と反比例すると

いう結論は、議論を進めていくうちに、極めて一

般的結論であることがわかる。

しかし、現時点では、釈然としないかもしれな

い。そこで、ここでも、Hart and Moore（2005）に

ならって、一つの事例を挙げることで、主張３の

V1 V2 as v(A1) v(A2)

このことより、v(A1)＞ v(A2) であるならば、経

済主体１が、競合資産集合 Aのすべての資産に

ついて、経済主体２よりも上位の優先権を持たな

ければならない。我々は、資産活用の優先権は両

経済主体が課業達成のアイディアを持つ場合にの

み問題となることを知っているので、主張２につ

いてもこのことを前提とする。したがって、経済

主体１が課業達成のアイディアを持ち、かつ、高

い価値を生産できるのであれば、経済主体１が資

産活用の優先権を持つべきである。逆の場合は、

経済主体２が優先権を持つべきである。

主張２から、経済主体１と２が達成可能なアイ

ディアを持つ確率 p(A1) と p(A2) は、資産活用の

優先権の最適階層構造の決定とは無関係のように

思える。しかし、このことは、我々が経済主体の

課業配分を内生化するならば、もはや真でなくな

る。我々が仮定８を前提とすれば、主張２は生産

される価値との関数としてではなく、アイディア

を持つ確率のみの関数で書き換えられる。

主張３．課業配分を内生化するとき、資産活用の

アイディアを持つ確率が低い経済主体が劣位の優

先権を持つ階層構造は最適階層構造ではない。

一見、矛盾するようなこの主張は、二人経済主

体の場合、容易に明らかにされる。まず、主張３

と逆のことを仮定する。すなわち、最適優先権構

造が達成されるとき、経済主体２が経済主体１よ

りも劣位の優先権を持ち、しかも、経済主体２が

課業達成のアイディアを持つ確率は経済主体１の

それより低いと仮定する。すなわち、p(A 2)＜

p(A1) であるとする。経済主体１が上位の優先権

を持つので、このとき、主張２より、v(A 2)＜

＞
＜

＞
＜

５同様の計算は、二人経済主体のみではなく、四人経済主体、n人経済主体でも行われる。二人経済主体の計算過程のみ

示しておく。これは、（1）式の具体例でもある。

６ Hart and Moore（2005）では、Andorea, Prat（LSE, Department of Economics）から示唆を受けたとして、テニス・ゲームでの

第一サーブと第二サーブの例を引用している。ここでも、それを引用することで、主張３、達成可能なアイディアを持

つ確率が低い経済主体が（早いサーブが）、なにゆえ、資産活用の優先権を持つのか（第一サーブなのか）の理解の助けと

したい。
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理解の助けとしたい６。資産の活用の優先権構造

のアナロジーとして、テニス・ゲームの第一サー

ブと第二サーブの例を挙げることができる。テニ

ス・プレーヤーは、通常、二種類のサーブを用い

る。すなわち、早いサーブと遅いサーブである。

早いサーブは成功の確率は低いが、しかし、成功

するならば、相手プレーヤーに大きな打撃を与え

ることができる。プレーヤーはサーブを打つとき、

通常、第一サーブでは早いサーブを打ち、そして、

それが失敗すれば、第二サーブでは遅いサーブを

打つ。しかし、しばしば、プレーヤーは、第一サ

ーブおよび第二サーブとも、早いサーブを打つか

もしれないし、あるいは、遅いサーブを打つかも

しれない。しかし、第一サーブで遅いサーブを打

ち、その後、第二サーブで早いサーブを打つこと

はない。このことは、主張３と一致する。すなわ

ち、成功の確率の低いサーブ（早いサーブ）は成

功の確率の高いサーブ（遅いサーブ）より、「劣位

の優先権しかない（第二サーブとなる）」という

のは矛盾がある。

二人経済主体のケースはあまりにも単純過ぎ

て、コラボレーションとスペシャリゼイションの

問題は興味深いものとはなっていない。そこで、

我々は、次に、三人以上の経済主体のケースに移

ることにする。

４．四人経済主体
本節では、四人経済主体および二資産、すなわ

ち、n＝ 4、m＝ 2の場合を考える７。単純化のた

めに、さらに、二つの資産 a1、a2 は対称的資産と

する。このことは、経済主体には二つの種類の課

業だけがあることを意味する。経済主体はスペシ

ャリゼイション職能、すなわち、二つの資産のう

ち一つの資産を活用する課業、あるいは、コラボ

レーション職能、すなわち、二つの資産の両方を

活用する課業のいずれかを遂行する。スペシャリ

ゼイションの課業では、経済主体は確率 psで達

成可能なアイディアを持ち、そして、そのとき、

価値 vsを生産する。また、コラボレーションの

課業では、経済主体は確率 pcで達成可能なアイ

ディアを持ち、価値 vcを生産するとする８。二人

経済主体の準備段階でみたように、ここでも、経

済主体の課業を固定して考えるのは有益である。

経済主体１、２はスペシャリゼイション職能とす

る。すなわち、彼等はそれぞれ資産 a1、a2 のいず

れかの資産を活用して課業を遂行する。また、経

済主体３、４はコラボレーション職能とする。す

なわち、彼らはそれぞれ二つの資産の両方を活用

して課業を遂行する。この外生的な課業配分を前

提としたとき、資産活用の意思決定権限の優先権

の階層構造の二つのケースを考える。一つは、コ

ラボレーション職能がそれぞれの資産についてス

ペシャリゼイション職能よりも優先権を持つよう

な階層構造、そして、もう一つは、コラボレーシ

ョン職能がそれぞれの資産についてスペシャリゼ

イション職能よりも劣位の優先権を持つ階層構造

である。表１に示したように、それらの二つの優

先権の階層構造を、それぞれ、ccss（collabora-

tion, collaboration, specialization, specialization）、

sscc（specialization, specialization, collaboration,

collaboration）と表記する。

ここで、注意して欲しいことは、n（＝ 4）人の

経済主体のうち半分がコラボレーション職能、残

りの半分がスペシャリゼイション職能としている

ことである。すなわち、 （＝ ＝ 2）人の経済

主体がコラボレーション職能、また、残りがスペ

シャリゼイション職能としている。このことは、

n人の経済主体に一般化されたときにも堅持され

る。ここでは、また、コラボレーション職能とス

ペシャリゼイション職能が交互に優先権を持つケ

4
2

n
2

ccss階層構造
（コラボレーション優先）

sscc階層構造
（スペシャリゼイション優先）

資産 a1 資産 a2 資産 a1 資産 a2

3 3 1 2

4 4 3 3

1 2 4 4

表１

７ Hart and Moore（2005）では、三人経済主体、二資産のケースが考察されている。結果は、三人経済主体、二資産のケー

スも、四人経済主体、二資産のケースも変わらない。n人経済主体および m資産に拡張するとき、経済主体が n＝ 2l、

資産が mk、ただし、l＞ k、l, kは自然数を仮定すると、単純化できるため、ここでは、単純化の最も基礎となる n＝ 22、

m＝ 21のケースを考察する。
８ vs、ps、および、vc、pcは、すなわち、v({a1})＝ v({a2})＝ vs、p({a1})＝ p({a2})＝ ps、そして、v({a1, a2})＝ vc、p({a1, a2})＝

pcである。
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ボレーション職能３、４のいずれもがアイディア

を持たない確率は (1 － pc)2 である。したがって、

経済主体３、４のいずれかがアイディアを持つ確

率は 1 － (1 － pc)2 である。他方、スペシャリゼ

イション職能１、２は協働して期待価値 2psvsを

生産する。ただし、スペシャリゼイション職能１、

２が価値を生産するのは、確率 (1 － pc)2 で、コ

ラボレーション職能３および４がアイディアを持

たないときだけである。すなわち、これは、（4）

式の第二項を意味する。V (sscc) の第１項は、逆

に、次のことを意味している。スペシャリゼイシ

ョン職能１、２が優先権を持つならば、彼等は協

働して 2psvsを生産する。他方、スペシャリゼイ

ション１、２のいずれかがアイディアを持つなら

ば、仮定２より、スペシャリゼイション職能は、

コラボレーション職能３ないし４が必要とする資

産のアクセス権をブロックできる。コラボレーシ

ョン職能３ないし４が期待価値 pcvcを生産できる

のは、スペシャリゼイション職能のいずれもがア

イディアを持たない確率 (1 － ps)2 のときだけで

ある。すなわち、これは、（5）式の第二項を意味

する。

ここで、資産活用の優先権の異なるこの二つの

ケースの総期待価値を比較する。（4）、（5）式か

ら、我々は次のことを得る。

（6）V (ccss) V (sscc) as [1 ＋ (1 － ps)]vc 2vs

0 ＜ ps＜ 1であるので、1＜ 1 ＋ (1 － ps) ＜ 2で

ある。ここで、一つの極端なケースとして、

2vs＜ vcならば、psの値に関係なく、コラボレー

ション職能に優先権を与えることが望ましい。な

ぜなら、二つの資産を活用するコラボレーション

職能のアイディアの価値は二人のスペシャリゼイ

ション職能のアイディアの総価値よりも大きいか

らである。これはよく知られたシナジー効果を表

したものである。もう一つの極端なケースとして、

vc＜ vsならば、psの値に関わらず、スペシャリゼ

イション職能に優先権を与えることが望ましい。

なぜなら、単一資産を活用するスペシャリゼイシ

ョン職能のアイディアの価値は二資産を使用する

コラボレーション職能のアイディアの価値よりも

大きいからである。中間のケースでは、すなわち、

vs＜ vc＜ 2vsの場合、psの臨界値に依存する。す

＞
＜

＞
＜

ースは考察しない。これらの優先権の階層構造は

資産 a1 と a2 が対称的と仮定するとき最適ではな

いからである。

二人経済主体では、コラボレーションおよびス

ペシャリゼイションからなる優先権の階層構造の

背景については言及しなかった。そこで、コラボ

レーション優先の階層構造とスペシャリゼイショ

ン優先の階層構造の背景について、言及しておく。

組織内でのコラボレーション優先の階層構造

c･･･cs･･･s、スペシャリゼイション優先の階層構

造 s･･･sc･･･cは、それぞれ、次のように考えら

れる。組織の持つ全資産／アイディアの活用を新

機軸の開発に投資し、単一資産／アイディアでの

活用は新機軸の開発が困難と判断された後になさ

れるのがコラボレーション優先の階層構造であ

る。また、単一の資産／アイディアを活用した改

善を先行させ、不断の改善の継続から新機軸へと

つなげていくのがスペシャリゼイション優先の階

層構造である。また、組織を越えた地域経済での

コラボレーション優先の階層構造、スペシャリゼ

イション優先の階層構造は、それぞれ、産業クラ

スターが形成されているケース、産業クラスター

が形成されていないケースと考えることができ

る。産業クラスターが形成されている場合、産業

集積地では全アイディアがオープンソース化され

新機軸の開発に活用される。その後、産業クラス

ターからスピルオーバーした一部アイディアがク

ラスターの外で活用されると考える。また、産業

クラスターの形成がなされていない場合、それぞ

れのアイディアは単独で活用され、その後、各ア

イディアの伝搬が進むと、次第に、全アイディア

の総合的活用へとつながると考える。

二つの異なる資産活用の優先権の階層構造にお

ける期間０の総期待価値は、それぞれ、次のよう

に表せる。

（4）V (ccss)＝[1 － (1 － pc)2]vc

＋ 2(1 － pc)2[1 － (1 － ps)]vs

（5）V (sscc)＝ 2[1 － (1 － ps)]vs

＋(1 － ps)2[1 － (1 － pc)2]vc

V (ccss) の第１項は次のことを意味している。コ

ラボレーション職能３ないし４が優先権を持つな

らば、それぞれ、期待価値 pcvcを生産する。コラ
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なわち、psが臨界値よりも小さいならば、コラボ

レーション職能が優先権を持つ方が望ましい。そ

して、psが臨界値よりも大きいならばスペシャリ

ゼイション職能が優先権を持つ方が望ましい。こ

れに関する簡便な理解を示せば、ただ一人のスペ

シャリゼイション職能のみがアイディアを持つと

きコラボレーション職能のアイディアが遂行され

るのが望ましく、両スペシャリゼイション職能が

アイディアを持つとき、コラボレーション職能の

アイディアが遂行されないことが望ましいという

ものである。そして、前者の事象は psの値が小

さいときに、逆に、後者の事象は psの値が大き

いときに生じやすいといえる。

これまでの議論から、主張２について、次のこ

とがいえる。三人以上の経済主体がいるとき、固

定課業の場合でさえ、資産活用の優先権の階層構

造は価値 v(･) ばかりでなく、スペシャリゼイシ

ョン職能がアイディアを持つ確率 psにも依存す

る９。この結論は、固定課業の二人経済主体のケ

ースとは異なる。すなわち、二人経済主体のケー

スでは、資産活用の優先権は相対的価値 v(･) に

依存して決定されたが、三人以上の経済主体では、

スペシャリゼイション職能がアイディアを持つ確

率 psも重要となる 10。すなわち、三人以上の経済

主体のケースでは、主張２と同等の一般的結果は

存在しない。

この節のこれまでは、経済主体の課業を固定し

た上で、表１に示した二つの異なる優先権の階層

構造を比較することで分析を進めてきた。そこで、

ここからは、課業配分を内生変数とし、しかも、

他の優先権の階層構造を追加することで分析を進

める。ただし、課業再配分を行ったとき、仮定８

が保証されるとする。

課業配分を内生変数とするとき、表１の課業配

分および階層構造に加えるに、多くの可能な課業

配分および階層構造が考えられる。しかし、ここ

では、二つの極端なケースしか考察しない。すな

わち、表２に示すような、階層構造 ssssのスペ

シャリゼイション職能のみからなるケースと階層

構造 ccccのコラボレーション職能のみからなる

ケースである11。

表２に示した二つの優先権の階層構造から生じ

る期間０の総期待価値は、それぞれ、次のようで

ある。

（7）V (ssss)＝ 2 [1 － (1 － ps)2]vs

（8）V (cccc)＝[1 － (1 － pc)4]vc

V (ssss) は次のことからきている。すなわち、ス

ペシャリゼイション職能１ないし３（/２ないし４）

が課業達成のアイディアを持つならば、期待価値

psvsが資産 a1（/a2）上で実現する。このとき、スペ

シャリゼイション職能１と３（/２と４）が同時に

アイディアを持たない確率は、(1 － ps)2 である。

したがって、スペシャリゼイション職能１ないし

３（/２ないし４）のいずれかがアイディアを持つ

確率は 1 － (1 － ps)2 である。また、V(cccc) は次

のことからきている。すなわち、期待価値 psvcは

コラボレーション職能１、２、３ないし４のいず

れかがアイディアを持つときはじめて実現する。

コラボレーション職能１、２、３および４が同時

にアイディアを持たない確率は、(1 － ps)4 である。

したがって、コラボレーション職能１、２、３な

いし４のいずれかがアイディアを持つ確率は 1－

(1 － ps)4 である。

ssss階層構造
（４人スペシャリゼイション職能）

cccc階層構造
（４人コラボレーション職能）

資産 a1 資産 a2 資産 a1 資産 a2

1 2 1 1

3 4 2 2

3 3

表２

９ 本稿では、三人経済主体については、言及していない。ただし、四人経済主体と結論は変わらない。三人経済主体につ

いては Hart and Moore（2005）に詳しく言及されている。
10 固定課業の三人以上の経済主体のケースにおいて、資産活用の優先権の階層構造の決定にはコラボレーション職能がア

イディアを持つ確率 pcは影響しない。我々が、これから明らかにするように、課業配分が内生的に決定されるとき、ps

と pcの両方が優先権の最適階層構造の決定に影響する。
11 我々が考察しないケースは、三人のコラボレーション職能と一人のスペシャリゼイション職能、および、一人のコラボ

レーション職能と三人のスペシャリゼイション職能のケースである。しかし、我々の結論はそれらの可能性のケースで

さえ保証する。
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我々は、ここで、経済主体１、２、３、および、

４を、コラボレーション職能に配置するのか、あ

るいは、スペシャリゼイション職能に配置するの

か、また、このとき、各経済主体に対し資産活用

の優先権をいかなる順位で与えるのかを考えてみ

る。ただし、表１および２に示した意味のある課

業配分および階層構造、ccss、sscc、cccc、ssssに

限定し考察する。

表１および２に示した四つの異なる課業配分お

よび階層構造における期間０の総期待価値の単純

な比較計算から、次の結果を得る。

結果１．pc＜ psとする。そのとき、V(sscc) ＜

max [V (ccss), V (ssss)] である。

結果２．ps＜ pcとする。そのとき、V(ccss) ＜

max [V (sscc), V (cccc)] である。

これらの結果は、次の単純な計算過程から得る

ことができる。まず、Δ＝ V(ccss) － V(sscc)、Δ'＝

V(ssss) － V(sscc)、Δ''＝ V(ccss)－ V(cccc) とする。

これを計算し、2vsの項を得るための簡単な計算

を付すと次の式を得る。

さらに、Δ、Δ'、Δ'' の符号を確かめるための計

算を行うと次の結果を得る。

（9）

（10）

pc＜ psならば、Δ/[1 － (1 － pc)2][1 － (1 － ps)]＋

Δ'/[1 － (1 － ps)](1 － ps) ＞ 0である。したがって、

ΔかΔ'のすくなくともいずれか一方が厳密に正

でなければならない。また、ps＜ pcであれば、

Δ/[1 － (1 － pc)2][1 － (1 － ps)]＋Δ''/(1 － pc)2[1 －

(1 － ps)] ＜ 0 であり、したがって、ΔかΔ''のす

くなくともいずれか一方が厳密に負でなければな

らない。これらのことから、結果１と結果２を得

ることができる。

我々はすべての可能な課業配分および階層構造

を考察しないが、結果１と２は、主張３について、

次のことを示唆しているといえる。すなわち、二

人経済主体の主張３でみたように、課業達成のア

イディアを持つ確率が低い経済主体を、劣位の優

先権に位置させる階層構造は最適ではない。結果

１に関していえば、コラボレーション職能がアイ

ディアを持つ確率が低くても（pc＜ ps）、当該コ

ラボレーション職能に二人のスペシャリゼイショ

ン職能より劣位の優先権に甘んじさせることは最

適ではない。すなわち、階層構造 ssccは少なく

とも他の階層構造 ccss、ssssのいずれかによって

支配される。このことについて簡便な解釈を示せ

ば、次のようである。コラボレーションおよびス

ペシャリゼイションのそれぞれの課業で達成され

る価値は vcと vsであり、しかも、vcは vsよりも

相対的に高いか、あるいは、低いかである。vs＜

vcであれば、そして、コラボレーション職能がア

イディアを持つならば、コラボレーション職能は

スペシャリゼイション職能より上位の優先権を与

えられるべきである。すなわち、階層構造 ccss

は階層構造 ssccを支配する。逆に vc＜ vsであれ

ば、また、このとき、pc＜ psであるので、コラ

ボレーション職能はスペシャリゼイション職能に

対しあらゆる面で劣位にあるといえる。すなわち、

コラボレーション職能は課業達成のアイディアを

持つ可能性がより小さく、そして、当該経済主体

が達成する価値がより小さい。したがって、コラ

ボレーション職能はスペシャリゼイション職能に

配置転換されるべきである。すなわち、階層構造
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ssssは階層構造 ssccを支配する12。

同様の議論を結果２にも適用できる。すなわち、

vsが vcよりも相対的に高いならば、そして、スペ

シャリゼイション職能がアイディアを持つなら

ば、スペシャリゼイション職能はコラボレーショ

ン職能より上位の優先権を与えられるべきであ

る。すなわち、階層構造 ssccは階層構造 ccssを

支配する。逆に、vsが vcよりも相対的に低いなら

ば、また、このとき、ps＜ pcを前提としている

ので、コラボレーション職能はスペシャリゼイシ

ョン職能に対しあらゆる面で優位にあるため、二

人のスペシャリゼイション職能はコラボレーショ

ン職能に配置転換されるべきである。すなわち、

階層構造 ccccは階層構造 ccssを支配する。

ここまで議論してくると、資産活用の優先権の

最適階層構造においては、優先権は資産活用のア

イディアを持つ確率と反比例するという主張３

は、二人経済主体に固有の結論ではないことがわ

かる。そこで、次に、主張３は、n人経済主体、

m資産のさらに一般的なケースにおいても成り立

つことを考察する。

５．一般化： n 人経済主体、m 資産
本節では、まず、n人経済主体、二資産のケー

スを考察する。次に、n人経済主体、m資産の一

般的ケースを考察する。そして、主張３は、一般

的結果であることを明らかにする。これまで、単

純化のために、二資産 a1, a2 が対称的としてきた。

ここでも、単純化のために、n人経済主体、二資

産のケース、および、n人経済主体、m資産の一

般的ケースでも、この仮定を維持する。さらに、

n人経済主体、m資産の一般的ケースでは、単純

化のために、次のことを考える。

イノベーションは、全資産 a1, a2,･･･, amがすべ

て活用されるときにのみ画期的なものとなるとす

る。そして、それ以外は、いずれも、低レベルの

対称的な結果にとどまるとする。例えば、既存技

術に、新技術 a1、あるいは、新技術 a1, a2、ある

いは、新技術 a1, a2,･･･, am－ 1を結合したとしても、

画期的な新機軸は生まれないとする。新技術 a1,

a2,･･･, amが結合したときにのみ、革新的技術と

なるとする。

具体的に、マウンテンバイクのことを考えてみ

る。マウンテンバイクという新機軸にいたるには、

高い剛性のフレーム、低圧タイヤ、変速機構、ロ

ングホーン型のハンドル、焼き切れないブレーキ

等々といった全ての新技術が結合される必要があ

った。時間経過でみれば、それぞれの時期に開催

されたオフロードレースで、ひとつひとつの新技

術が登場し、これらの新技術が不断に結合される

コラボレーション・プロセスを経て最終的にマウ

ンテンバイクという新機軸が登場することにな

る。変速機構、ロングホーン型のハンドル、焼き

切れないブレーキ等々の中の一部の複数の技術が

結合しただけでは、マウンテンバイクとはならな

かったはずである。

このことは、経済主体が配置される課業は厳密

に二つの種類の課業だけがあることを意味する。

経済主体はスペシャリゼイション職能、すなわち、

m個の資産のうち一部の資産を活用する課業、お

よび、コラボレーション職能、すなわち、m個の

資産の全部を活用する課業のいずれかに配置され

るだけである。なぜなら、スペシャリゼイション

職能が単一資産 ak (k＝ 1, 2,･･･, m) を活用して

も、一部の資産 a1, a2,･･･, al (l＜ m) を活用しても、

同等の価値 vsしか生産されず、全資産を活用し

たとき、はじめて、価値 vcが生産されるからで

ある。そこで、単一資産を活用した結合と一部の

複数資産を活用した結合とを区別しない 13。ここ

では、単純化のために、スペシャリゼイション職

能では、経済主体は単一資産しか活用せず、また、

コラボレーション職能では全資産を活用すると仮

定する。すなわち、スペシャリゼイション職能で

は、経済主体は単一資産を活用し、確率 psでア

イディアを持ち、そして、価値 vsを生産する。

そして、また、コラボレーション職能では、経済

12 これは簡便な理解である。なぜなら、vc vsを前提としているからである。すなわち、この議論は vs＜ vc＜ 2vsのケー

スではより複雑となる。
13 これまで、単一の資産を活用するスペシャリゼイション課業 t(AS)、ただし、AS＝{ai}、i＝ 1, 2,･･･, m、および、全資産

（二資産）を活用するコラボレーション課業 t(AC)、ただし、AC＝{a1, a2,･･･, am} を考察してきた。これ以外に、複数の資

産を活用するモジュール課業 t(AM) が考えられる。ただし、AM⊂ AC、AM≠ AS、かつ、AM≠ ACである。しかし、ここで

は、集合体生産／モジュール生産のことは考えない。

＞
＜
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いるとき、アイディアの活用は、産業クラスター

内では、全アイディアを活用するコラボレーショ

ンが優先し、クラスター外では、一部アイディア

を活用するスペシャリゼイションがそれに続くと

考えられる。すなわち、c･･･cs･･･sといった資源

活用の優先権の階層構造となる。これに対し、ク

ラスターの形成がなされていないとき、当初は、

個々のアイディアを単独で活用するスペシャリゼ

イションが優先し、その後、例えば、マウンテン

バイクのオフロードレースを通じたアイディアの

情報伝搬のように、個々のアイディアが次第に周

知されていくと、全アイディアを活用するコラボ

レーションが生じると考えられる。すなわち、s

･･･sc･･･cといった資源活用の優先権の階層構造

となる。そこで、まず、経済主体の 人は単一

資産を活用して課業を遂行するスペシャリゼイシ

ョン職能、また、残りの 人は全資産を活用し

て課業を遂行するコラボレーション職能として課

業を固定し、クラスター型、非クラスター型とす

る二つの優先権の階層構造をみていくことにす

る。

ここで、単純化のために、m＝ 2k (＝ 2)、n＝

2lとする。ただし、k, lは自然数で、l＞ k (＝ 1）

とする。このとき、二つの異なる資産活用の優先

権の階層構造における期間０の総期待価値は、そ

れぞれ、次のように表せる。

（11）V (2 ; c･･･cs･･･s)＝[1 － (1 － pc) ]vc

＋ 2 (1 － pc) [1 － (1 － ps) ]vs

（12）V (2 ; s･･･sc･･･c)＝ 2 [1 － (1 － ps) ]vs

＋(1 － ps) [1 － (1 － pc) ]vc

V(2 ; c･･･cs･･･s) の第一項は次のことを意味し

ている。コラボレーション職能が優先権を持つな

らば、期待価値 pcvcを生産する。コラボレーショ

ン職能のいずれもがアイディアを持たない確率は

(1 － pc) である（いずれかがアイディアを持つ確

率は 1－ (1 － pc) である）。他方、コラボレーシ

ョン職能に続くスペシャリゼイション職能のそれ

ぞれが期待価値 psvsを生産するのは、コラボレー

ション職能のいずれもがアイディアを持たず（こ

のときの確率は (1 － pc) ）、かつ、スペシャリゼ
n
2

n
2

n
2

n
2

n
2

n
4

n
4

n
2

n
2

n
2

n
2

主体は全資産を活用し、確率 pcでアイディアを

持ち、価値 vcを生産するとする。また、資産 a1,

a2,･･･, amは対称的とする14。

5.1.n 人経済主体、二資産

準備段階として、n人経済主体、二資産を考え

る。また、先にみたように、経済主体の課業を固

定して考える。n人経済主体のうち、半分の 人

は単一資産を活用して課業を遂行するスペシャリ

ゼイション職能、また、残り半分の 人は全資

産を活用して課業を遂行するコラボレーション職

能とする。この外生的な課業配分を前提とし、二

つの資産活用の優先権の階層構造を考える。すな

わち、コラボレーション職能が資産活用について

スペシャリゼイション職能よりも優先権を持つ階

層構造、および、コラボレーション職能が資産活

用についてスペシャリゼイション職能よりも劣位

の優先権を持つ階層構造の二つである。表３に示

したように、それらの二つの階層構造は、c･･･

cs･･･s（collaboration,･･･, collaboration, specialization,

･･･ ,specialization）と s･･･sc･･･c（specialization,･･･,

specialization, collaboration,･･･, collaboration）の形態

として表すことができる。コラボレーション職能

とスペシャリゼイション職能が交差して現れる交

差優先権の階層構造は、ここでは、考察しない。

これらの階層構造は、単一資産 a1, a2,･･･, amが対

称的と仮定するとき最適ではないからである。

ここで考察する二つの資産活用の優先権の階層

構造は、具体的に、産業クラスターにおける資産

活用として説明できる。例えば、激しいイノベー

ションを繰り返す産業領域では、シリコンバレー

（半導体）のように同地域に同業種の企業が近接

して集積する産業クラスターが形成されやすい。

このように近接して競合企業が集積するのは、相

互にコラボレーション・ウェブを利用できるから

である。産業集積地では、情報伝搬が効率的でア

イディアのコラボレーションを容易に可能にする

からである。ところが、産業集積地を越え情報の

スピルオーバーが起こるときには、一部情報の伝

搬しかなされず、単一／一部のアイディアを活用

するスペシャリゼイションしか起こりえない。こ

のように考えると、産業クラスターが形成されて

n
2

n
2

14 vs、ps、および、vc、pcは、すなわち、v({a1})＝ v({a2})＝･･･＝ v({am})＝ vs、p({a1})＝ p({a2})＝･･･＝ p({am})＝ ps、そして、

v({a1, a2,･･･, am})＝ vc、p({a1, a2,･･･, am})＝ pcである。
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イション職能のいずれかがアイディアを持つとき

である。資産 a1 に関わる奇数番号のスペシャリ

ゼイション職能 1, 3, 5,･･･, － 1 が同時にアイ

ディアを持たない確率は、(1 － ps) である。同

様に、資産 a2 に関わる偶数番号のスペシャリゼ

イション職能 2, 4,･･･, が同時にアイディアを

持たない確率は、(1 － ps) である。したがって、

スペシャリゼイション職能のいずれかがアイディ

アを持つ確率は 1－ (1 － ps) である。すなわち、

これは、（11）式の第二項を意味する。

V (2 ; s･･･sc･･･c) の第一項は、逆に、次のこと

を意味している。スペシャリゼイション職能が優

先権を持つならば、期待価値 psvsを生産すること

ができる。資産 a1 に関わるスペシャリゼイショ

ン職能が同時にアイディアを持たない確率は、

(1 － ps) である。同様に、資産 a2 に関わるスペ

シャリゼイション職能が同時にアイディアを持た

ない確率は、(1 － ps) である。したがって、ス

ペシャリゼイション職能のいずれかがアイディア

n
4

n
4

n
4

n
4

n
2

n
2

n
2

を持つ確率は 1 － (1 － ps) である。すなわち、

（12）式の第一項を意味する。仮定 2 より、スペ

シャリゼイション職能はコラボレーション職能の

資産アクセス権をブロックできる。したがって、

コラボレーション職能が期待価値 pcvcを生産でき

るのは、スペシャリゼイション職能のいずれもが

アイディアを持たず（このときの確率は (1 －

ps) である）、コラボレーション職能のいずれか

がアイディアを持つときである（このときの確率

は 1 － (1 － pc) である）。すなわち、これは、

（12）式の第二項を意味する。

ここで、資産活用の優先権の異なるこの二つの

ケースの総期待価値を比較する。（11）、（12）式

から、我々は次のことを得る。

（13）V (2 ; c･･･cs･･･s) V (2 ; s･･･sc･･･c)

as [1 ＋ (1 － ps) ] vc 2vs

0 ＜ ps＜ 1であるので、1＜ 1＋ (1 － ps) ＜ 2で

ある。したがって、ここから得られた結果は、四

人経済主体のケースと同じである。すなわち、一

つの極端なケースとして、2vs＜ vcならば、psの

値に関わりなく、コラボレーション職能に優先権

を与えることが望ましい。これはよく知られたシ

ナジー効果を表したものである。もう一つの極端

なケースとして、vc＜ vsならば、psの値に関わら

ず、スペシャリゼイション職能に優先権を与える

ことが望ましい。なぜなら、単一資産を活用する

スペシャリゼイション職能のアイディアの価値

は、二資産を活用するコラボレーション職能のア

イディアの価値よりも大きいからである。また、

中間のケース、vs＜ vc＜ 2vsの場合、psの臨界値

に依存する。psが臨界値よりも小さいならば、コ

ラボレーション職能が優先権を持つ方が望まし

い。そして、psが臨界値よりも大きいならばスペ

シャリゼイション職能が優先権を持つ方が望まし

いというものである。

これまでの議論から、主張２について、次のこ

とがいえる。三人以上の経済主体がいるとき、固

定課業の場合でさえ、資産活用の優先権の階層構

造は価値 v(･) ばかりでなく、スペシャリゼイシ

ョン職能がアイディアを持つ確率 psにも依存す

ることがわかる。この結論は、固定課業の二人経

済主体のケースとは異なる。すなわち、n＞ 2 人

n
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＞
＜

n
4

＞
＜

n
2

n
2

n
4クラスター型 (c･･･cs･･･s)

（コラボレーション優先）

非クラスター型 (s･･･sc･･･c)

（スペシャリゼイション優先）

資産 a1 資産 a2 資産 a1 資産 a2

・ ・ ・ ・
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m＝ 2k (=2)、n＝ 2l。ただし、k, lは自然数で、l＞ k (=1)
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資産 a1 上で、スペシャリゼイション職能のいず

れかがアイディアを持つならば、期待価値 psvsが

実現する。また、同様に、資産 a2 上で、スペシ

ャリゼイション職能のいずれかがアイディアを持

つならば、期待価値 psvsが実現する。そして、ス

ペシャリゼイション職能のいずれもが同時にアイ

ディアを持たない確率は、(1 － ps) である（いず

れかがアイディアを持つ確率は 1 － (1 － ps) で

ある）。

V(2; c･･･c) は次のことからきている。すなわち、

コラボレーション職能のいずれかがアイディアを

持つとき、期待価値 psvcが実現する。そして、コ

ラボレーション職能が同時にアイディアを持たな

い確率は、(1 － pc)nである（いずれかがアイディ

アを持つ確率は 1－ (1 － pc)nである）。

表３および４に示した四つの異なる課業配分お

よび階層構造における期間０の総期待価値の単純

な比較計算から、次の結果を得る。

結果３．pc＜ psとする。そのとき、V(2; s･･･

sc･･･c)＜ max [V (2; c･･･cs･･･s), V (2; s･･･s)] であ

る。

結果４．ps＜ pcとする。そのとき、V(2; c･･･

cs･･･s)＜ max [V (2; s･･･sc･･･c), V (2; c･･･c)] であ

る。

これらの結果は、次の単純な計算過程から得る

ことができる。まず、Δ＝ V(2; c･･･cs･･･s)－

V(2; s･･･sc･･･c)、Δ'＝ V(2; s･･･s)－ V(2; s･･･

sc･･･c)、Δ''＝ V(2; c･･･cs･･･s)－ V(2; c･･･c) とす

る。これを計算し、2vsを得るための計算を付す

と次の式を得る。

n
2

n
2

の経済主体のケースでは、主張２と同等の一般的

結果は存在しない。

この節のこれまでは、課業を固定した上で、表

３に示した資産活用の優先権の二つの階層構造を

比較してきた。そこで、ここからは、課業配分を

内生変数とし、他の優先権の階層構造との優劣を

比較してみる。ただし、課業再配置をしたとき、

仮定８が保証されるとする。

表３の課業配分および階層構造に加えるに、多

くの課業配分および階層構造が考えられる。しか

し、ここでは意味のある二つの極端なケースしか

考察しない。すなわち、表４のように、階層構造

s･･･sで示される n人スペシャリゼイション職能

のケースと階層構造 c･･･cで示される n人コラボ

レーション職能のケースである15。

表４に示した新たな課業配分と階層構造から生

じる期間０の総期待価値は、それぞれ、次のよう

である。

（14）

（15）

V(2; s･･･s) は次のことからきている。すなわち、

s ･･･ s階層構造
（n人スペシャリゼイション職能）

・

c ･･･ c階層構造
（n人コラボレーション職能）

・ ・ ・

資産 a1 資産 a2 資産 a1 資産 a2

・ ・ ・ ・

n－ 1 n n
2

n
2

n－ 1 n－ 1

・ ・

n－ 3 n－ 2 － 1n
2 － 1n

2

・ ・ ・ ・

・ ・

n n

・ ・

1 2 1 1

3 4 2 2

表４

15 全ての可能な階層構造を比較することはできない。そこで、ここでも、四人経済主体で考察した意味のあるケースのみ

を考察する。しかし、我々の結論は、コラボレーション職能とスペシャリゼイション職能に単純化しているため、それ

らの可能性のケースでさえ保証されることが予想される。
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さらに、Δ、Δ'、Δ''の符号を確かめるための計

算を行うと次の結果を得る。

s･･･sc･･･cは少なくとも他の階層構造 c･･･cs･･･

s、s･･･sのいずれかによって支配される。

同様の議論が結果４にも適用できる。vc＜ vsで

あるならば、産業クラスターを形成し、資産をオ

ープン・ソース化することは不要で、スペシャリ

ゼイション職能をコラボレーション職能より劣位

の優先権に甘んじさせる階層構造は最適階層構造

ではない。また、vs＜ vcであるならば、このとき、

ps＜ pcであるので、コラボレーション職能はス

ペシャリゼイション職能を支配しているので、産

業クラスターを形成し、資産のオープンソース化

をはかるべきで、スペシャリゼイション職能はス

ペシャリゼイション職能に課業配置させられるべ

きである。すなわち、階層構造 c･･･cs･･･sは少

なくとも他の階層構造 s･･･sc･･･c、c･･･cのいず

れかによって支配される。

ここまで議論してくると、資産活用の優先権の

最適階層構造においては、優先権は資産活用のア

イディアを持つ確率と反比例するという主張３

は、極めて一般的結論であることがわかる。この

ことは、n人経済主体、m資産のさらに一般的な

ケースにおいても成り立つことを次に考察する。

5.2.n 人経済主体、m 資産
最後に、n人経済主体、m資産の一般的ケース

を考察する。本節の冒頭で述べたように、全資産

a1, a2,･･･, amがすべて活用されるときにのみ画期

的なイノベーションがなされる可能性があるとす

る。そして、それ以外は、対称的な低レベルの結

果にとどまるとする。そこで、単純化のために、

スペシャリゼイション職能では、経済主体は単一

資産しか活用せず、また、コラボレーション職能

では全資産を活用すると仮定する。二資産のケー

スと同様に、スペシャリゼイション職能では、経

済主体は単一資産を活用し、確率 psでアイディ

アを持ち、そして、価値 vsを生産する。そして、

また、コラボレーション職能では、経済主体は全

資産を活用し、確率 pcでアイディアを持ち、価

値 vcを生産するとする。これまで同様、資産 a1,

a2, ･･･, amは対称的とする。さらに、経済主体お

よび資産は級数的に増大すると考え、m ＝ 2 k、

n＝ 2lを仮定する。ただし、k, lは自然数で、か

つ、l＞ kとする。

n人経済主体、二資産のケースと同様、まず、

pc＜ psならば、Δ/[1－ (1 － pc) ][1－ (1 － ps) ]＋

Δ'/[1 － (1 － ps) ](1 － ps) ＞ 0 である。したが

って、ΔかΔ'のすくなくともいずれか一方が厳

密に正でなければならない。また、ps＜ pcならば、

Δ/[1 － (1 － pc) ][1 － (1 － ps) ］＋Δ''/(1 －

pc) [1 － (1 － ps) ]＜ 0であり、したがって、Δ

かΔ''のすくなくともいずれか一方が厳密に負で

なければならない。

我々はすべての可能な課業配分および階層構造

を考察していないが、結果３と４は、主張３につ

いて、次のことを示唆しているといえる。すなわ

ち、二人経済主体の主張３でみたように、課業達

成のアイディアを持つ確率が低い経済主体を、劣

位の優先権に位置させるような階層構造は最適階

層構造ではない。例えば、結果３において、vs＜

vcであるならば、産業クラスターを形成し、資産

のオープン・ソース化をはかるべきで、コラボレ

ーション職能をスペシャリゼイション職能より劣

位の優先権に甘んじさせる階層構造は最適階層構

造ではない。また、vc＜ vsであるならば、このと

き、pc＜ psであるので、スペシャリゼイション

職能はコラボレーション職能を支配しているの

で、産業クラスターを形成し、資産をオープンソ

ース化することは不要で、むしろ、コラボレーシ

ョン職能はスペシャリゼイション職能に課業配置

させられるべきである。すなわち、階層構造

n
4

n
2

n
4

n
2

n
4

n
4

n
4

n
2
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イション職能のいずれかがアイディアを持つとき

である。資産 a1 上でスペシャリゼイション職能

が同時にアイディアを持たない確率は、(1 －

ps) である。同様に、資産 a2 上でスペシャリゼ

イション職能が同時にアイディアを持たない確率

は、(1 － ps) である。したがって、スペシャリ

ゼイション職能のいずれかがアイディアを持つ確

率は 1 － (1 － ps) である。すなわち、これは、

（16）式の第二項を意味する。

V (m; s･･･sc･･･c) の第一項は、逆に、次のこと

を意味している。スペシャリゼイション職能が優

先権を持つならば、期待価値 psvsを生産すること

ができる。資産 a1 に関わるスペシャリゼイショ

ン職能が同時にアイディアを持たない確率は、

(1 － ps) である。同様に、資産 a2 に関わるスペ

シャリゼイション職能が同時にアイディアを持た

ない確率は、(1 － ps) である。したがって、ス

ペシャリゼイション職能のいずれかがアイディア

を持つ確率は 1－ (1 － ps) である。仮定２より、

スペシャリゼイション職能はコラボレーション職

能の資産アクセス権をブロックできる。したがっ

て、コラボレーション職能が期待価値 pcvcを生産

できるのは、スペシャリゼイション職能のいずれ

もがアイディアを持たず（このときの確率は

(1 － ps) である）、かつ、コラボレーション職能

のいずれかがアイディアを持つときである（この

ときの確率は 1 － (1 － pc) である）。すなわち、

これは、（17）式の第二項を意味する。

ここで、 ＝ 、ただし、k＝ 1, 2, ･･･ に注

意しながら、資産活用の優先権の異なるこの二つ

のケースの総期待価値を比較する。（16）、（17）

式から、我々は次のことを得る 16。

V (m; c･･･cs･･･s) (m; s･･･sc･･･c)

as  [1 ＋ (1 － ps) ] [1 ＋ (1 － ps) ]

･･･[1 ＋ (1 － ps) ]vc mvs
＞
＜

n
2m

n
8

n
4

＞
＜

n
2k+1

n
2m

n
2

n
2

n
2m

n
2m

n
2m

n
2m

n
2m

n
2m

経済主体の課業を固定して考える。すなわち、n

人経済主体のうち、 人は単一資産を活用して

課業を遂行するスペシャリゼイション職能、また、

残りの 人は全資産を活用して課業を遂行する

コラボレーション職能とする。この外生的な課業

配分を前提とし、クラスター型、非クラスター型

の二つの資産活用の優先権の階層構造を考える。

すなわち、コラボレーション職能が資産活用につ

いてスペシャリゼイション職能よりも優先権を持

つ階層構造、および、コラボレーション職能が資

産活用についてスペシャリゼイション職能よりも

劣位の優先権を持つ階層構造の二つである。表５

に示したように、それらの二つの階層構造は、

c･･･cs･･･s（ collaboration,･･･ ,  collaboration,

specialization,･･･, specialization）と s･･･sc･･･c

（specialization,･･･, specialization, collaboration,･･･,

collaboration）の形態として表すことができる。

このとき、二つの異なる資産活用の優先権の階

層構造における期間０の総期待価値は、それぞれ、

次のように表せる。

（16）V (m; c･･･cs･･･s)＝[1 － (1 － pc) ]vc

＋ m (1 － pc) [1 － (1 － ps) ]vs

（17）V (m; s･･･sc･･･c)＝ m [1 － (1 － ps) ]vs

＋ (1 － ps) [1 － (1 － pc) ]vc

V (m; c･･･cs･･･s) の第一項は次のことを意味し

ている。コラボレーション職能が優先権を持つな

らば、期待価値 pcvcを生産する。コラボレーショ

ン職能のいずれもがアイディアを持たない確率は

(1 － pc) である（いずれかがアイディアを持つ確

率は 1－ (1 － pc) である）。他方、コラボレーシ

ョン職能に続くスペシャリゼイション職能のそれ

ぞれが期待価値 psvsを生産するのは、コラボレー

ション職能のいずれもがアイディアを持たず（こ

のときの確率は (1 － pc) ）、かつ、スペシャリゼ
n
2

n
2

n
2

n
2

n
2

n
2m

n
2m

n
2

n
2

n
2

n
2

16 二人経済主体、四人経済主体では、計算過程を示していない。m人経済主体では、簡単化のために、 ＝ 、ただ

し、k＝ 1, 2, ･･･ を仮定しているので、計算過程を示しておく。

n
2k+1

n
2m
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1 ＜ [1 ＋ (1 － ps) ][1 ＋ (1 － ps) ]･･･[1 ＋ (1 －

ps) ] ＜ 2kである。ただし、m＝ 2kである。した

がって、ここから得られた結果は、四人経済主体

のケースと同じである。すなわち、一つの極端な

ケースとして、mvs＜ vcならば、psの値に関わり

なく、コラボレーション職能に資産活用の優先権

を与えることが望ましい。これはよく知られたシ

ナジー効果を表したものである。もう一つの極端

なケースとして、vc＜ vsならば、psの値に関わら

ず、スペシャリゼイション職能に優先権を与える

n
2m

n
8

n
4 ことが望ましい。なぜなら、単一資産を活用する

スペシャリゼイション職能のアイディアの価値

は、m資産を活用するコラボレーション職能のア

イディアの価値よりも大きいからである。中間の

ケースでは、すなわち、vs＜ vc＜ mvsの場合、ps

の臨界値に依存する。すなわち、psが臨界値より

も小さいならば、コラボレーション職能が優先権

を持つ方が望ましい。そして、psが臨界値よりも

大きいならばスペシャリゼイション職能が優先権

を持つ方が望ましいというものである。

表５



－ 96 －

表５で示した課業配分および階層構造に加える

に、多くの可能な課業配分および階層構造が考え

られる。しかし、ここでも、先の例にならい、意

味のある二つの極端なケースのみを考察する。す

なわち、表６に示した階層構造 s･･･sで示される

n人スペシャリゼイション職能のケースと階層構

造 c･･･cで示される n人コラボレーション職能の

ケースである。

表６に示した新たな課業配分と階層構造から生

じる期間０の総期待価値は、それぞれ、次のよう

である。

（18）

これまでの議論から、主張２について、次のこ

とがいえる。三人以上の経済主体がいるとき、固

定課業の場合でさえ、資産活用の優先権の階層構

造は価値 v(･) ばかりでなく、スペシャリゼイシ

ョン職能がアイディアを持つ確率 psにも依存す

ることがわかる。この結論は、固定課業の二人経

済主体のケースとは異なる。すなわち、m資産の

場合も、n＞ 2 人以上の経済主体のケースでは、

主張２と同等の一般的結果は存在しない。

この節のこれまでは、課業を固定した上で、表

５に示した二つの階層構造を比較してきた。そこ

で、ここからは、課業配分を内生変数とする。た

だし、課業再配置をしたとき、仮定８が保証され

るとする。

表６
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（19）

V (m; s･･･s) は次のことからきている。すなわ

ち、資産 a1 上で、スペシャリゼイション職能の

いずれかがアイディアを持つならば、期待価値

psvsが実現する。また、同様に、資産 a2 上で、ス

ペシャリゼイション職能のいずれかがアイディア

を持つならば、期待価値 psvsが実現する。そして、

スペシャリゼイション職能のいずれもが同時にア

イディアを持たない確率は、 (1 － ps) である

（いずれかがアイディアを持つ確率は 1 － (1 －

ps) である）。

V(m; c･･･c) は次のことからきている。すなわ

ち、コラボレーション職能のいずれかがアイディ

アを持つとき、期待価値 psvcが実現する。そして、

コラボレーション職能が同時にアイディアを持た

ない確率は、(1 － pc)nである（いずれかがアイデ

ィアを持つ確率は 1－ (1 － pc)
nである）。

表５および６に示した四つの異なる課業配分お

よび階層構造における期間０の総期待価値の単純

な比較計算から、次の結果を得る。

結果５．pc＜ psとする。そのとき、V(m; s･･･

sc･･･c) ＜ max [V(m; c･･･cs･･･s), V(m; s･･･s)] であ

る。

結果６．ps＜ pcとする。そのとき、V(m; c･･･

cs･･･s) ＜ max [V(m; s･･･sc･･･c), V(m; c･･･c)] で

ある。

これらの結果は、次の単純な計算過程から得る

ことができる。まず、Δ＝ V(c･･･cs･･･s) －

V(s･･･sc･･･c)、Δ'＝ V(s･･･s) － V(s･･･sc･･･c)、

Δ''＝ V(c･･･cs･･･s) － V(c･･･c) とする。これを計

算し、mvsを得るための計算を付すと次の式を得

る。

n
m

n
m

さらに、Δ、Δ'、Δ''の符号を確かめるための計

算を行うと次の結果を得る。

簡単化のために、m ＝ 2 kとしている。ただし、

k＝ 1, 2, 3, ･･･ である。このとき、pc＜ psならば、

Δ/[1 － (1 － pc) ][1 － (1 － ps) ]＋Δ'/[1 － (1 －

ps) ](1 － ps) ＞ 0 である。したがって、ΔかΔ'

のすくなくともいずれか一方が厳密に正でなけれ

ばならない。ps＜ pcならば、Δ/[1－ (1－ pc)

][1－ (1－ps) ]＋Δ''/(1 － pc) [1 － (1 － ps) ] ＜

0 であり、したがって、ΔかΔ''のすくなくとも

いずれか一方が厳密に負でなければならない。

我々はすべての可能な課業配分および階層構造

を考察していないが、結果５と６は、主張３につ

いて、次のことを示唆しているといえる。すなわ

ち、二人経済主体の主張３でみたように、課業達

成のアイディアを持つ確率が低い経済主体を、劣

位の優先権に位置させる階層構造は最適階層構造

ではない。すなわち、結果５で、vs＜ vcを前提と

するならば、コラボレーション職能にスペシャリ

ゼイション職能より劣位の優先権に甘んじさせる

階層構造は最適階層構造ではない。また、vs＜ vc

であるならば、このとき、pc＜ psであるので、

スペシャリゼイション職能はコラボレーション職

能を支配しているので、コラボレーション職能は

スペシャリゼイション職能に課業配置させられる

べきである。すなわち、階層構造 s･･･sc･･･cは

少なくとも他の階層構造 c･･･cs･･･s、s･･･sのい

ずれかによって支配される。

同様の議論を結果６にも適用できる。すなわち、
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る。その結果、クラスターに立地する企業は、イ

ノベーションを加速することができるのである

（Sawyer（2006a））。

産業クラスターの形成は、シリコンバレーが最

初ではない。1970 年代末に、ボストン郊外の環

状道路であるルート 128 に沿って、ミニ・コンピ

ュータ産業が勃興した。その後、MITを中核と

して、ルート 128 にはミニ・コンピュータの産業

クラスターが形成されることになる。ほぼ、同時

期に、サンタクララバレーで、スタンフォード大

学を中核として半導体関連の産業クラスター、シ

リコンバレーが形成された。ところが、1990 年

代になると、二つの産業クラスターは異なる運命

をたどることになる。ルート 128 は凋落し、他方、

シリコンバレーは隆盛を極めた。シリコンバレー

の文化は、先にみたコラボレーション・ウェブが

その特徴である。これに対し、ルート 128 はこの

コラボレーション・ウェブを一つの企業内で独占

しようとした。すなわち、資産のオープンソース

化を嫌い、自社で全てを調達しようとした 17。し

かし、コラボレーション・ウェブは大きすぎて一

つの組織でその全てを所有することは不可能であ

る。社会の中で、コラボレーション・ウェブを創

るには、例えば、クラスターとよばれる集積地を

創る以外に方法はない。そして、明らかに、コラ

ボレーションは、コラボレーション・ウェブとい

う強力なネットワークをとおしてしか達成でき

ず、また、コラボレーション・ウェブを通さない

とき、スペシャリゼイションの域をでないのであ

る。

我々は、特定の企業が自社内でコラボレーショ

ン・ウェブの構築をはかり、一社で独占しようと

して、結局、全てを失った例を数多く知っている。

ソニーのベータマックスが日本ビクターの VHS

に敗北したのは、他社との提携・連携を嫌い、自

らでコラボレーション・ウェブを独占しようとし

たからにほかならない。また、マイクロソフトは、

ウィンドウズをクローズドソース化し続けたた

め、オープンソース化されたリナックスに君臨し

た地位を奪われつつある。

クラスターの形成がなされている場合は、そこ

に立地する組織は、資産の情報の共有が容易にな

vc＜ vsを前提とするならば、スペシャリゼイショ

ン職能をコラボレーション職能より劣位の優先権

に甘んじさせる階層構造は最適階層構造ではな

い。また、vs＜ vcであるならば、このとき、ps＜

pcであるので、コラボレーション職能はスペシャ

リゼイション職能を支配しているので、スペシャ

リゼイション職能はコラボレーション職能に課業

配置させられるべきである。すなわち、階層構造

c･･･cs･･･sは少なくとも他の階層構造 s･･･sc･･･

c、c･･･cのいずれかによって支配される。

ここにいたって、我々は、資産活用の優先権の

最適階層構造においては、優先権は資産活用のア

イディアを持つ確率と反比例するという主張３

は、極めて一般的結論であることを主張できるの

である。

６．おわりに―議論と解釈―
1980 年代になると、サンフランシスコのサン

タクララバレーに半導体関連のベンチャー企業の

一群が集積するシリコンバレーが出現し繁栄を極

めた。シリコンバレーの文化は、コラボレーショ

ン・ウェブといわれるものである（Sexenian

（1996）、Sawyer（2006a））。そこには、競合する

同業他社の研究員であっても相互に研究開発の情

報を交換をしたり、ときには、人材の交流を助け

たりする強力なネットワークが存在していた。シ

リコンバレーは、同じ地域に類似の業種を集積さ

せることで、地域全体の情報の流れを加速し、地

域的集団学習を可能にし、業績を飛躍的に増大さ

せる相乗効果を持たせることを可能にしていた

（Sexenian（1996）、Sawyer（2006a））。

確かに、シリコンバレー（半導体）、ピッツバ

ーグ（医療）のように、同地域に、同業種の企業

が集積して存在することは、一見、競争原理に反

するように思える。しかし、企業が、多数、近接

して存在することは、たとえそれが競争企業同士

であっても、さまざまな意味で、相互に繁栄を享

受できる。そのひとつは、蓄積された資産に関し

てコラボレーション・ウェブを利用できることで

ある。クラスターに立地する企業はコラボレーシ

ョン・ウェブを通じてクラスターが蓄積した知

識・ノウハウの全部を学ぶことができるからであ

17 ルート 128 とシリコンバレーの文化に関する分析については、Sexenian（1996）に詳しい。ここでは、Sawyer（2007）を

参考に紹介している。
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り、したがって、資産活用はコラボレーションが

優先する。また、クラスターを越えてアイディア

がスピルオーバーするときには、一部のアイディ

アしか伝搬しないという意味で、資産活用はスペ

シャリゼイションがそれに続くと考えられる。す

なわち、c･･･cs･･･sといった資産活用の優先権の

階層構造となる。これに対し、クラスターの形成

がなされていない場合、それぞれのアイディアは

開発当事者の下で停滞し、資産活用はスペシャリ

ゼイションが優先する。そして、マウンテンバイ

クのオフロードレースの例が示すように、間歇的

アイディアの伝搬を経て、アイディアが次第に周

知されると、それぞれのアイディアが総合的に活

用されるコラボレーションがそれに続くと考えら

れる。すなわち、s･･･sc･･･cといった資産活用の

優先権の階層構造となる。資産の活用のコラボレ

ーションが莫大な価値を生むのであれば、産業ク

ラスターの形成は必要である。バイオ・医療、半

導体・コンピュータ等はその例である。しかし、

マウンテンバイクのために産業クラスターは必要

ないかもしれない。

ここでの議論は、あくまでも、企業の戦略およ

び産業クラスターの形成を、課業配分と資産の活

用の優先権から議論したものである。革新的イノ

ベーションの達成をコラボレーションの視点から

議論することは、最近、盛んになりつつある。し

かし、それは、あくまでも、記述分析が中心であ

る。ここでは、Sawyer（2007）のイノベーション

におけるコラボレーションの記述分析を Hart and

Moore（2005）の課業配分と資産活用の優先権の

階層構造モデルで記述することを試みたものであ

る。モデルでは二つの極端な概念、コラボレーシ

ョンとスペシャリゼイションしか考えていない。

モジュールのような中間の概念を考察できればさ

らに現実的なモデルとなるであろう。
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